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　雇用情勢の動向を把握する基幹統計調査として、国勢調査、労働力調査及び就業構造基本調査があります。
それぞれの調査は、次の表のとおり、違いがあるため比較には注意が必要です。

調査名 国勢調査 労働力調査 就業構造基本調査

調査頻度 ５年に１回 毎月 ５年に１回
（1982年以前はおおむね３年に１回）

調査する
世帯数

日本国内に住む
すべての人と世帯が対象

基本集計（約４万世帯）
詳細集計（約１万世帯）

約54万世帯
（2022年調査）

調査方式 アクチュアル方式
（月末１週間の状態によって把握）

アクチュアル方式
（月末１週間の状態によって把握）

ユージュアル方式
（ふだんの状態によって把握）

　調査方式の差異により、例えば毎年季節的に仕事をしている人、仕事を持っていないがたまたま月末に仕事
をした人などの場合には、就業として数えられる人の数が違ってきます。

（１）国勢調査の不詳補完値
　国勢調査には、人口等基本集計と就業状態等基本集計が
あり、就業状態等基本集計では、労働力状態などを集計し
ています。どちらの集計も参考表として、「不詳補完値」
を提供しています。
　不詳補完値とは、総務省統計局で算出している値で、令
和２年国勢調査の集計に当たり、結果利用者の利便性向上
を図るため、主な項目の集計結果（原数値）に含まれる「不
詳」をあん分等によって補完したものです。本書では、原
則として、不詳補完値を用いて図表を作成しています。

（２）労働力調査の基本集計と詳細集計
　労働力調査には、基本集計と詳細集計があります。両集計では、調査世帯数、集計事項、用語の定義が異
なっており、注意が必要です。本書では、基本集計を基に図表を作成しています。

基本
集計

　労働力人口、就業者数・雇用者数（雇用形態別（正規・非正規雇用者など）、産業別、職業別など）、
就業時間、完全失業者数（求職理由別など）、完全失業率、非労働力人口などの結果を毎月提供し
ています。

詳細
集計

　非正規の雇用者が現職の雇用形態についている理由、転職者数、仕事からの収入、仕事につけ
ない理由、失業期間、就業希望の有無、未活用労働指標などの結果を四半期ごとに提供しています。

（３）労働力調査のベンチマーク人口の基準切替え
　労働力調査は、1982 年から５年ごとに算出の基礎となるベンチマーク人口の基準を切り替えており、そ
れぞれ切替えに伴う変動があります。
　全国の数値は、2015 年 10 月から 2021 年 12 月までは比率を除き、2020 年国勢調査結果を基準とするベン
チマーク人口に基づいて遡及又は補正した時系列接続用数値に置き換えて掲載しています。
　東京の 2016 年及び 2021 年の数値は、ベンチマーク人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡
及集計した数値を用いています。

コラム　雇用情勢の動向を把握するための統計について

労働力状態（東京、2020年）� （人）

原数値 不詳補完値
総数（15歳以上人口） 12,052,015 12,052,015
就業者 5,962,306 7,970,078
完全失業者 225,277 306,676
非労働力人口 3,086,922 3,775,261
不詳 2,777,510 ―
資料　総務省「令和２年国勢調査」
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15歳以上
人口

1,246.2万人

労働力人口
855.8万人

非労働力
人口

389.5万人

就業者数
833.2万人

完全
失業者数
22.6万人

家族
従業者数
8.6万人

自営業主数
60.4万人

雇用者数
760.0万人

図１　就業状態（東京、2022年）

注　　15歳以上人口及び就業者数は、就業状態等が不詳の者を含む。
資料　東京都「東京の労働力」

図２　就業状態別15歳以上人口・労働力人口比率の推移（東京）
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注　　2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
資料　東京都「東京の労働力」

740.6 747.5 759.9 767.5 776.8 

１　労働力人口
（１）　就業状態
　2022年の「15歳以上人口」は1,246.2万人で、「労働力人口」は855.8万人となっています。労働力人口は
「就業者」と「完全失業者」に分けられ、2022年の就業者数は833.2万人、完全失業者数は22.6万人となっ
ています。また、就業者は「自営業主」、「家族従業者」、「雇用者」に分けられ、雇用者が760.0万人を占
めています。（図１）
　2022年の労働力人口は、前年と比べて増加しています。また、15歳以上人口に占める労働力人口の割
合を示す労働力人口比率は、上昇傾向で推移しています。（図２）

労働力状況第１章
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男性 女性

資料　東京都「東京の労働力」

図４　年齢階級別労働力人口（東京、2022年）
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注　　2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
資料　東京都「東京の労働力」

図３　男女別労働力人口の推移（東京）
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　男女別に2022年の労働力人口を見ると、男性は468.9万人、女性は386.9万人となり、2021年と比べて男性、
女性ともに増加しました。（図３）
　年齢階級別の労働力人口を見ると、「45～ 54歳」の年齢階級が最も多く200.5万人となっています。（図４）
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注　　15歳以上人口及び就業者数は、就業状態等が不詳の者を含む。
資料　東京都「東京の労働力」

図２　就業状態別15歳以上人口・労働力人口比率の推移（東京）

63.1 

68.0 68.7 

790.8 813.3 825.4 836.2 848.5 855.8 

　

60

65

70

（％）
労働力人口比率

就業状態別15歳以上人口

432.1 429.4 423.6 424.5 429.2 424.4 411.0 407.7 403.9 398.2 389.5 

1,173.0 1,177.6 1,184.0 1,192.5 1,206.5 1,215.8 1,225.1 1,234.3 1,240.9 1,247.6 1,246.2 

0

300

600

900

1,200

1,500

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22年

非労働力人口

労働力人口

（万人）

注　　2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
資料　東京都「東京の労働力」

740.6 747.5 759.9 767.5 776.8 
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農業，林業 漁業 鉱業，採石業，砂利採取業
建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業
金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業
宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業
医療，福祉 複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）
公務（他に分類されるものを除く。）

図１　従業上の地位別就業者数の推移（東京）

注　　不詳補完値
資料　総務省「令和２年国勢調査」

注　　不詳補完値
資料　総務省「令和２年国勢調査」

図２　産業別就業者数構成比（東京、2020年）
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（２）　完全失業者数
　2022年の完全失業者数は、22.6万人となっています。（図５）
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注　　2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
資料　東京都「東京の労働力」
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図５　完全失業者数の推移（東京）
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注　　不詳補完値
資料　総務省「令和２年国勢調査」

図２　産業別就業者数構成比（東京、2020年）
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２　就業構造
　2020年の就業者数は797.0万人と、2015年と比較して56.9万人増加しています。また、「正規の職員・従
業員」、「労働者派遣事務所の派遣社員」及び「パート・アルバイト・その他」を合わせた雇用者数も増加
しています。（図１）
　産業別就業者数構成比を見ると、「卸売業，小売業」が15.0％と最も多く、次いで「情報通信業」が
11.2％となっています。（図２）
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注　　2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
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105

第１節　労働力人口／／第２節　就業構造

第
１
章



15～19歳
1.1

販売従事者

生産工程従事者

管理的職業従事者

サービス職業従事者

輸送・機械運転従事者

専門的・技術的職業従事者

保安職業従事者

建設・採掘従事者

事務従事者

農林漁業従事者

運搬・清掃・包装等従事者

20～24歳
6.8

25～29歳
10.2

30～34歳
10.0

35～39歳
10.5

40～44歳
11.1

45～49歳
12.4

50～54歳
11.0

55～59歳
8.9

60～64歳
6.2

65歳以上
11.7

2.7
専門的・

技術的職業従事者
25.2

事務従事者
27.2

販売従事者
14.3

11.0 6.3 2.4 2.9 5.9

0 20 40 60 80 100

図４　職業別就業者数構成比（東京）

注　　不詳補完値
資料　総務省「令和２年国勢調査」

注　　不詳補完値
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図３　年齢階級別就業者数構成比（東京、2020年）
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　年齢階級別就業者数構成比を見ると、「45～ 49歳」の年齢階級が最も多く、12.4％となっています。（図３）
　職業別就業者数構成比を見ると、「事務従事者」が27.2％と最も多く、次いで「専門的・技術的職業従事
者」が25.2％となっています。（図４）
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　雇用者に占める非正規の職員・従業員の構成比を見ると、2017年は2012年と比較すると低下しています。
男女別に見ると、2017年は男性が21.7％、女性は50.7％が非正規の職員・従業員となっています。（図５）
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図５　男女別雇用者に占める非正規の職員・従業員の構成比（東京）
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図３　年齢階級別就業者数構成比（東京、2020年）
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３　労働移動
　2021年の入職者数は103.3万人、離職者数は118.7万人で、ともに前年に比べて減少しました。（図１）
　入職者数を職歴別に見ると、転職入職者が64.4％となっています。離職者数を就業形態別に見ると、一
般労働者が73.9％となっています。（図２）
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図１　入職者数・離職者数の推移（東京）
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図２　職歴別入職者数・就業形態別離職者数の割合（東京、2021年）

注　　５人以上の常用労働者を雇用する事業所。「未就業入職者」：入職者のうち、入職前１年間に就業経験のない者をいう。
　　　「転職入職者」：入職者のうち、入職前１年間に就業経験のある者をいう。「新規学卒者」：未就業入職者のうち、新卒の者をいう。
資料　厚生労働省「令和３年雇用動向調査」
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　男女別に入職率、離職率の推移を見ると、2021年は、男女ともに離職率が入職率よりも高くなりました。
（図３）
　就業形態別に全国の入職率、離職率の推移を見ると、いずれも一般労働者よりパートタイム労働者が
高い傾向にあります。（図４）

注　　５人以上の常用労働者を雇用する事業所。入（離）職率＝入（離）職者数/１月１日現在の常用労働者数×100。
資料　厚生労働省「雇用動向調査」

図３　男女別入職率・離職率の推移（東京）
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図４　就業形態別入職率・離職率の推移（全国）
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注　　５人以上の常用労働者を雇用する事業所。入（離）職率＝入（離）職者数/１月１日現在の常用労働者数×100。
資料　厚生労働省「雇用動向調査」
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図２　職歴別入職者数・就業形態別離職者数の割合（東京、2021年）

注　　５人以上の常用労働者を雇用する事業所。「未就業入職者」：入職者のうち、入職前１年間に就業経験のない者をいう。
　　　「転職入職者」：入職者のうち、入職前１年間に就業経験のある者をいう。「新規学卒者」：未就業入職者のうち、新卒の者をいう。
資料　厚生労働省「令和３年雇用動向調査」
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　産業別に2021年の入職率、離職率を見ると、入職率は「サービス業（他に分類されないもの）」が、離
職率は「生活関連サービス業，娯楽業」が最も高くなっています。（図５）

注　　５人以上の常用労働者を雇用する事業所。入（離）職率＝入（離）職者数/１月１日現在の常用労働者数×100。
資料　厚生労働省「令和３年雇用動向調査」

図５　産業別入職率・離職率（東京、2021年）
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就業者を取り巻く状況第２章

１　若年者
（１）　若年者の失業率
　若年者の完全失業率は、いずれの年代も「全体」を上回って推移しています。2022年は「15 ～ 24歳」
が3.7％、「25 ～ 34歳」が3.4％で、いずれも前年より低下しました。（図１）

（２）　新規学卒者の就職率
　高等学校卒業者・大学卒業者の就職率を見ると、2023年３月卒業者では、「高校卒（東京）」が95.4％、「大
学卒（全国）」が97.3％となりました。（図２）

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22年
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（％）

図１　年齢階級別若年者の完全失業率の推移（東京）

注　　15〜34歳を若年者とした。全体は、15歳以上の全ての年齢階級の計。2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を
考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。

資料　東京都「東京の労働力」

図２　高等学校卒業者・大学卒業者の就職率の推移（東京・全国）

注　　各年３月卒業者が対象。高校卒は３月31日現在、大学卒は４月１日現在の数値。就職を希望する者の就職率。
資料　文部科学省「高等学校卒業者の就職状況に関する調査」、厚生労働省・文部科学省「大学等卒業者の就職状況調査」
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注　　全体は、15歳以上の全ての年齢階級の計。2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡
及集計した数値を用いている。

資料　東京都「東京の労働力」

図２　年齢階級別55歳以上完全失業率の推移（東京）

注　　全体は、15歳以上の全ての年齢階級の計。2016年及び2021年の数値については、基準人口の切り替えによる変動を考慮し、総務省統計局が
遡及集計した数値を用いている。

資料　東京都「東京の労働力」

図１　年齢階級別55歳以上就業率の推移（東京）

67.4

55 ～ 64歳
79.2

23.9
65歳以上 28.5

60.3

全体
66.9

22年2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21

22年2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21

0

10

20

30

40

50

60

70

80

（％）

1

2

3

4

5

（％）

0

4.5

全体

3.0

2.6

4.8

55～64歳

3.1

2.6
2.9

65歳以上 2.2

1.8

77.3

27.9

66.0

（３）　新規学卒者の離職状況
　全国の新規学卒就職者の就職後３年以内の離職率を見ると、年によって変動はあるものの、新規高卒
就職者の約４割、新規大卒就職者の約３割が、就職後３年以内に離職していることが分かります。（図３）
　新規大卒就職者の３年以内離職率を産業別に見ると、「宿泊業，飲食サービス業」の49.7％などが高く
なっており、「電気・ガス・熱供給・水道業」の10.6％が最も低くなっています。事業所規模別では「５人未
満」が55.9％と最も高く、「1,000人以上」が25.3％と最も低くなっています。（図４）

注　　各年３月卒業の新規学卒就職者が対象。就職３年後の３月31日までに離職した者。
資料　厚生労働省「新規学卒者の離職状況」

図４　産業別・事業所規模別新規大卒就職者の就職後３年以内離職率（全国）

注　　2019年３月新規大卒就職者が対象
資料　厚生労働省「新規学卒者の離職状況」

図３　学歴別新規学卒就職者の就職後３年以内離職率の推移（全国）
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２　高年齢者
（１）　55歳以上の就業率
　2022年の55歳以上の就業率を年齢階級別に見ると、「55 ～ 64歳」は79.2％、「65歳以上」は28.5％とな
りました。（図１）

（２）　55歳以上の完全失業率
　55歳以上の完全失業率を年齢階級別に見ると、「55 ～ 64歳」は「全体」の完全失業率と近い水準になっ
ています。「65歳以上」は、「全体」よりも低い水準で推移しています。（図２）

注　　全体は、15歳以上の全ての年齢階級の計。2016年及び2021年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡
及集計した数値を用いている。

資料　東京都「東京の労働力」

図２　年齢階級別55歳以上完全失業率の推移（東京）

注　　全体は、15歳以上の全ての年齢階級の計。2016年及び2021年の数値については、基準人口の切り替えによる変動を考慮し、総務省統計局が
遡及集計した数値を用いている。

資料　東京都「東京の労働力」

図１　年齢階級別55歳以上就業率の推移（東京）
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注　　各年３月卒業の新規学卒就職者が対象。就職３年後の３月31日までに離職した者。
資料　厚生労働省「新規学卒者の離職状況」

図４　産業別・事業所規模別新規大卒就職者の就職後３年以内離職率（全国）

注　　2019年３月新規大卒就職者が対象
資料　厚生労働省「新規学卒者の離職状況」

図３　学歴別新規学卒就職者の就職後３年以内離職率の推移（全国）
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（３）　産業別55歳以上就業者の割合
　就業者数全体に占める55歳以上就業者の割合を見ると、「農業，林業」では60.7％を占めているのに対
し、「情報通信業」では13.2％となっています。（図３）

（４）　高年齢者雇用確保措置の実施状況
　高年齢者雇用確保措置の実施状況を見ると、2022年は99％以上の企業が雇用確保措置を実施していま
す。希望者全員が65歳以上まで働ける制度のある企業の割合は、全体の85.9％となっています。（図４）

注　　原数値を基に東京都産業労働局で算出した。全産業計には、「分類不能の産業」を含む。
資料　総務省「令和２年国勢調査」

図４　高年齢者雇用確保措置の実施状況（東京、2022年）

注　　2022年６月１日現在の値。従業員21人以上の企業が対象。
資料　東京労働局「令和４年『高年齢者の雇用状況等報告』集計結果」

図３　産業別55歳以上就業者の割合（東京、2020年）
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注　　原数値を基に東京都産業労働局で算出した。全産業計には、「分類不能の産業」を含む。
資料　総務省「令和２年国勢調査」

図４　高年齢者雇用確保措置の実施状況（東京、2022年）

注　　2022年６月１日現在の値。従業員21人以上の企業が対象。
資料　東京労働局「令和４年『高年齢者の雇用状況等報告』集計結果」

図３　産業別55歳以上就業者の割合（東京、2020年）
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３　女性
（１）　女性の就業状況
　女性就業者数は2020年には358.9万人となっており、５年前の前回国勢調査時より37.5万人増加してい
ます。（図１）
　就業者数全体に占める女性比率も上昇傾向で推移しており、2020年には45.0％になっています。（図２）

注　　不詳補完値
資料　総務省「国勢調査」

注　　東京都産業労働局にて算出した。2015年と2020年は不詳補完値によるので、2010年以前の数値との比較には注意を要する。
資料　総務省「国勢調査」

図１　女性就業者数の推移（東京）

図２　就業者に占める女性比率の推移（東京）
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　女性就業者数を産業別に見ると、最も多いのは、「医療,福祉」で64.4万人、次いで、「卸売業，小売業」
が61.6万人となっています。就業者数全体に占める女性比率が最も高いのは、「医療，福祉」で73.7％、次
いで、「生活関連サービス業，娯楽業」が57.8％となっています。（図３）
　年齢階級別に女性就業率を見ると、30歳代から40歳代にかけて比率が落ち込むいわゆるM字カーブを
描いていますが、推移で見ると、Ｍ字カーブの底は上昇しています。（図４）

図３　産業別女性就業者数・就業者に占める女性比率（東京、2020年）

注　　不詳補完値
資料　総務省「令和２年国勢調査」

図４　年齢階級別女性就業率の推移（東京）

注　　東京都産業労働局にて算出した。就業率＝就業者÷15歳以上人口（労働力状態不詳を除く。）×100％。2020年は不詳補完値によるので、
2010年以前の数値との比較には注意を要する。

資料　総務省「国勢調査」
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図３　産業別女性就業者数・就業者に占める女性比率（東京、2020年）

注　　不詳補完値
資料　総務省「令和２年国勢調査」

図４　年齢階級別女性就業率の推移（東京）

注　　東京都産業労働局にて算出した。就業率＝就業者÷15歳以上人口（労働力状態不詳を除く。）×100％。2020年は不詳補完値によるので、
2010年以前の数値との比較には注意を要する。

資料　総務省「国勢調査」
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（２）　管理職に占める女性の割合 
　管理職に占める女性の割合は上昇傾向で推移しており、2022年度は「課長以上」の割合が11.9％となっ
ています。（図５）

図５　管理職に占める女性の割合の推移（東京）

注　　事業所調査。従業員規模30人以上の事業所が対象。課長以上の管理職。
資料　東京都「東京都男女雇用平等参画状況調査」
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注　　各年６月１日現在の値。民間企業。
資料　東京労働局「障害者雇用状況の集計結果」

図２　障害種別雇用障害者数（東京、2022年）

注　　６月１日現在の値。民間企業。
資料　東京労働局「令和４年障害者雇用状況の集計結果」

図１　民間企業における雇用障害者数の推移（東京）

４　障害者
（１）　雇用障害者数
　民間企業の雇用障害者数は、年々増加しており、2022年には22.8万人となりました。（図１）
　2022年の民間企業の雇用障害者数を障害種別で見ると、「身体障害者」が13.9万人、「知的障害者」が4.7
万人、「精神障害者」が4.3万人になっています。（図２）
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図２　障害種別雇用障害者数（東京、2022年）

注　　６月１日現在の値。民間企業。
資料　東京労働局「令和４年障害者雇用状況の集計結果」

図１　民間企業における雇用障害者数の推移（東京）
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図３　障害者の実雇用率の推移（東京）

注　　各年６月１日現在の値。民間企業。法定雇用率は、2012年は1.8％、2013年から2017年までは2.0％、2018年から2020年までは2.2％、2021年か
らは2.3％である。

資料　東京労働局「障害者雇用状況の集計結果」

注　　６月１日現在の値。民間企業。法定雇用率は、2.3％である。
資料　東京労働局「令和４年障害者雇用状況の集計結果」

図４　企業規模別障害者の実雇用率（東京、2022年）

（２）　障害者の実雇用率
　民間企業における障害者の実雇用率は年々上昇していますが、法定雇用率には達していません。2022
年の法定雇用率は2.3％ですが、実雇用率は2.14％でした。（図３）
　2022年の実雇用率を企業規模別に見ると、「1,000人以上」の規模では2.44％で法定雇用率を上回ってい
ますが、それ以外の規模では法定雇用率に達していません。（図４）
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図５　産業別障害者の実雇用率（東京、2022年）

注　　６月１日現在の値。民間企業。法定雇用率は、2.3％である。
資料　東京労働局「令和４年障害者雇用状況の集計結果」
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（３）　産業別障害者の実雇用率
　民間企業における産業別障害者の実雇用率を見ると、「鉱業、採石業、砂利採取業」は2.51％、「運輸業、
郵便業」と「金融業、保険業」は2.32％で法定雇用率2.3％を超えていますが、それ以外の産業では法定
雇用率に達していません。（図５）
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雇用環境第３章

１　賃金
（１）　賃金
　労働に支払われる賃金（現金給与総額）は、基本給などの「所定内給与」、時間外手当などの「所定外
給与」、賞与などの「特別給与」に分類されます。2021年の１人平均月間現金給与総額は、41万３千円と
なっています。（図１）
　賃金指数の推移を見ると、2022年の名目賃金指数は前年に比べて上昇しました。一方、名目賃金指数
を消費者物価指数で割った実質賃金指数は、前年に比べて下降しました。（図２）
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図１　産業別常用労働者１人平均月間現金給与総額（東京、2021年)
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図２　名目賃金指数・実質賃金指数の推移（東京）

注　　事業所規模５人以上。現金給与総額。
資料　東京都「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動き」(毎月勤労統計調査)

注　　事業所規模５人以上
資料　東京都「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動き」(毎月勤労統計調査)
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　全国における名目賃金指数の推移を就業形態別に見ると、2022年は一般労働者、パートタイム労働者
ともに前年に比べて上昇しました。（図３）
（２）　新規大卒者の所定内給与額
　男女別新規学卒者（大学）の所定内給与額の推移を見ると、2022年は男性が24万５百円、女性は23
万８千円となっています。（図４）

図３　就業形態別名目賃金指数の推移(全国）
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注　　企業規模10人以上。2019年までは新規学卒者の初任給、2020年からは通勤手当を含む所定内給与額となり、前後で接続しない。
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（３）　所定内給与額
　全国における2022年の月間所定内給与額を勤続年数別に見ると、「正社員・正職員以外」では、勤続年
数の経過に伴う賃金の上昇が「正社員・正職員」と比較して小さくなっています。（図５）
（４）　賞与支給額
　賞与支給額の推移を見ると、2022年夏季は前年比プラス8.5％、冬季はプラス2.4％になりました。（図６）
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注　　事業所規模５人以上
資料　東京都「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動き」(毎月勤労統計調査)

注　　事業所規模５人以上
資料　東京都「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動き」（毎月勤労統計調査）
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図１　産業別常用労働者１人平均月間総実労働時間（東京、2021年）
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（５）　最低賃金
　最低賃金とは、法律で定められている労働者に支払わなければならない賃金の最低額をいい、１時間
当たりの金額によって定められています。2022年度の最低賃金は、前年度より31円引き上げられ、1,072
円になりました。（図７）
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２　労働時間
（１）　労働時間
　労働時間には、事業所の就業規則で定める正規の始業時刻と終業時刻との間の休憩時間を除いた実労
働時間数である「所定内労働時間」と、残業や休日出勤等の実労働時間数である「所定外労働時間」が
あり、これらを合わせて「総実労働時間」といいます。2021年の１人平均月間総実労働時間は、138時間
となっています。（図１）
　総実労働時間指数の推移を見ると、2022年は２年連続で上昇しています。（図２）

注　　事業所規模５人以上
資料　東京都「東京都の賃金、労働時間及び雇用の動き」(毎月勤労統計調査)
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対象は、常用労働者30人以上の民営企業。

資料　厚生労働省「令和４年就労条件総合調査」

図４　産業別労働者１人平均年次有給休暇の取得状況（全国、2021年）
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　全国における労働時間指数の推移を就業形態別に見ると、2022年は一般労働者、パートタイム労働者
ともに前年に比べて上昇しました。（図３）
（２）　年次有給休暇の取得状況
　労働者１人平均年次有給休暇の取得状況を産業別に見ると、労働者１人平均取得率は、「複合サービス
事業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」で高く、「宿泊業，飲食サービス業」、「卸売業，小売業」で低くなっ
ています。（図４）
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図１　労働災害発生状況の推移（東京）

注　　死傷者数（休業４日以上）は「労働者死傷病報告」、死亡者数は「死亡災害報告」による。2020年及び2021年は新型コロナウイルス感染症への
り患によるものを含むが、2022年は含まない。

資料　東京労働局「死傷災害発生状況」、「死亡災害発生状況」

注　　死傷者数は、「労働者死傷病報告」による。
資料　東京労働局「令和４年労働災害発生状況」

図２　産業別新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害発生状況（東京、2022年）
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図４　産業別労働者１人平均年次有給休暇の取得状況（全国、2021年）
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３　安全・衛生
（１）　労働災害発生状況
　労働災害発生状況を見ると、2022年は新型コロナウイルス感染症へのり患を除いた死傷者数（休業４
日以上）が10,802人、死亡者数が55人となっています。（図１）
　2022年の新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害発生状況を産業別に見ると、「保健衛生業」
が12,526件と最も多くなっています。（図２）
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図１　労働災害発生状況の推移（東京）

注　　死傷者数（休業４日以上）は「労働者死傷病報告」、死亡者数は「死亡災害報告」による。2020年及び2021年は新型コロナウイルス感染症への
り患によるものを含むが、2022年は含まない。

資料　東京労働局「死傷災害発生状況」、「死亡災害発生状況」

注　　死傷者数は、「労働者死傷病報告」による。
資料　東京労働局「令和４年労働災害発生状況」

図２　産業別新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害発生状況（東京、2022年）
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　2022年の労働災害による死傷者数構成比を業種別に見ると、「商業」が19.5％と最も高く、「保健衛生
業」が続いています。事故の型別に見ると、「転倒」が26.7％と最も高く、「動作の反動，無理な動作」、「墜
落，転落」が続いています。（図３）
（２）　過労死等に係る労災補償状況
　「過労死等」とは、過労死等防止対策推進法第２条において、「業務における過重な負荷による脳血管
疾患若しくは心臓疾患を原因とする死亡若しくは業務における強い心理的負荷による精神障害を原因と
する自殺による死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害をいう。」と定義されて
います。2021年度の労災支給決定件数は、脳・心臓疾患で20件、精神障害で106件となっています。（図４）

図３　業種別・事故の型別労働災害による死傷者数構成比（東京、2022年）

図４　過労死等に係る労災支給決定件数の推移（東京）

注　　支給決定件数は、当該年度内に「業務上」と認定した件数で、当該年度以前に請求のあったものを含む。
資料　東京労働局「過労死等の労災補償状況」

注　　「労働者死傷病報告」による死亡及び休業４日以上の災害。「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。事故の型別件数
は上位５位までを掲載。新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く。

資料　東京労働局「令和４年死傷災害発生状況」
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注　　2021年10月31日現在。事業所調査。常用労働者10人以上を雇用する民営事業所。メンタルヘルス対策の取組内容は、複数回答。
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（３）　メンタルヘルス対策
　全国における2021年のメンタルヘルス対策への取組状況を見ると、常用労働者10人以上の事業所全体
では59.2％の事業所が実施していますが、事業所規模「10 ～ 29人」の事業所では、49.6％にとどまって
います。取組内容としては、「ストレスチェックの実施」が65.2％と最も高くなっています。（図５）
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１　労働組合
（１）　労働組合の組織状況
　労働組合員数は、増加傾向で推移しており、2022年には241万人となっています。雇用者数に占める労
働組合員数の割合を示す推定組織率は、25.3％となっています。（図１）
　パートタイム労働者の組合員数は、2022年は前年に比べ6.6万人増加し、50.9万人となりました。総組
合員数に占めるパートタイム労働者の組合員数の割合は、21.1％となっています。（図２）

労使関係第４章

図１　労働組合員数・推定組織率の推移（東京）

注　　各年６月30日現在。単位労働組合が対象。
資料　東京都「東京都における労働組合の組織状況（労働組合基礎調査）」

注　　各年６月30日現在。単位労働組合が対象。
資料　東京都「東京都における労働組合の組織状況（労働組合基礎調査）」

図２　パートタイム労働者の組合員数・総組合員数に占める割合の推移（東京）
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図３　春季賃上げの妥結状況の推移（東京）
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図１　労働組合員数・推定組織率の推移（東京）

注　　各年６月30日現在。単位労働組合が対象。
資料　東京都「東京都における労働組合の組織状況（労働組合基礎調査）」

注　　各年６月30日現在。単位労働組合が対象。
資料　東京都「東京都における労働組合の組織状況（労働組合基礎調査）」

図２　パートタイム労働者の組合員数・総組合員数に占める割合の推移（東京）
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　賃上げ妥結状況を見ると、2022年の春季賃上げ率は2.16％、妥結金額は6.9千円となりました。（図３）
　一時金の妥結状況を見ると、2022年は夏季で76.3万円、年末で78.0万円の妥結金額となりました。（図４）
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（３）　労働争議発生状況
　労働争議発生件数の推移を見ると、2022年の労働争議発生件数は、前年に比べ26件減少し、130件とな
りました。（図５）
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図５　労働争議発生件数の推移（東京）
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図５　労働争議発生件数の推移（東京）

２　紛争解決
（１）　労働相談の状況
　東京都労働相談情報センターでは、労働問題全般についての相談を受けており、寄せられた労働相談
件数は、2022年度は、4.6万件となっています。（図１）
　労働相談を相談項目別に見ると、「職場の嫌がらせ」が9,532項目と最も多くなっています。（図２）
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注　　東京都労働相談情報センターにおける取扱件数
資料　東京都「労働相談及びあっせんの概要」

注　　東京都労働相談情報センターにおける取扱件数。労働相談項目総数、83,093項目のうち上位５項目を掲載。１件の相談で、複数項目にわた
る相談があるため相談件数を上回る。

資料　東京都「令和４年度労働相談及びあっせんの概要」

図１　労使別労働相談件数の推移（東京）

図２　相談項目上位５項目（東京、2022年度）
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　東京都労働相談情報センターでは、労使間による自主的な解決が難しい問題について、第三者として
の中立的立場で手助けをする「あっせん」を行っています。2022年度におけるあっせん件数は326件、解
決率は72.1％となっています。（図３）
（２）　労働審判手続
　労働審判手続は、個々の労働者と事業主との間に生じた労働関係に関する紛争を、裁判所において、
迅速、適正かつ実効的に解決することを目的として設けられた手続です。労働審判の新受件数は、全国
総数で３千件台、東京地方裁判所で１千件超で推移しています。（図４）
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図３　あっせん件数・解決率の推移（東京）

注　　東京都労働相談情報センターにおける取扱件数
資料　東京都「労働相談及びあっせんの概要」

図４　労働審判事件の新受件数の推移（東京・全国）
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